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住民等が主体となって運営する

施している事例を整理する。 

① 川崎市 『コミュニティ交通導入

1）制度の概要 

坂が多い丘陵地や路線

では、利用しやすい交通環境

交通の導入に向けた取組に

提供、技術的支援の提供、

持続可能な交通環境の整備

2）支援策の内容 

地域の方々が主体的にコミュニティ

おける基本的な考え方や、

これに基づきコミュニティ交通導入

→コミュニティ交通導入に

→運行実験及び試行運行

→本格運行実施の場合、

※原則として運行経費に

確保できることが条件

■地域交通の手引き

地域交通に対する取組

住民が主体となって、行政や

者と協働で取り組むための

方について、ステップごとに

項目や留意点を整理している

■地域交通の支援基準

「川崎市コミュニティ交通支援

審査委員会」における支援可否

の審査項目について、交通

テムの道路運送法第４条許可

要・不要別に、審査項目を

ている。 
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する公共交通について、行政が行っている支援策と

交通導入の支援』               （出典：川崎市

路線バスのネットワークが利用しづらいなど、さまざまな

交通環境の整備が求められており、地域の主体的な運営

に対して、住民が活動しやすい環境づくり、安全運行

、交通事業者との調整など、取組等の進捗状況

整備を推進している。 

にコミュニティ交通の導入に取り組む際に参考となるように

取り組み手順等をまとめた「地域交通の手引き」

交通導入に向けた技術的支援や財政的支援を行

に向けた取組に対する技術的な支援 

試行運行の実施に必要な経費負担などの支援 

、車両購入費や停留所標識購入費など初期費用

に対する補助は行わないため、本格運行は自立

条件

取組みを、

や事業

ための進め

ステップごとに実施

している。 

交通支援

支援可否

交通シス

条許可の

を整理し

と、それを活用して実

川崎市ホームページ） 

さまざまな特性を持つ地域

運営によるコミュニティ

安全運行のための情報

進捗状況に応じた支援を行い、

となるように、川崎市に

」を作成するとともに、

行っている。 

初期費用に対する補助金 

自立した安定的な運営を



3）取り組み状況 

これまで10地区において

このうち３地区で、既存バス

乗合タクシーの本格運行実現

の成果がみられる。 

■高津区久地・宇奈根地区

平成１８年度 協議会設立

平成１９年度 地域の需要

平成２０年度 既存路線の

■宮前区野川南台地区

平成１７年度 協議会設立

平成１８・１９年度 運行実験

平成２０年度 本格運行開始

【本格運行概要】 

 実施主体：県営野川南台団地自治会

 運行：月曜日･水曜日

 乗車定員：運転手を除

 運行形態：道路運送法

 運賃：無料(自治会会員

 費用：運営費は自治会費

 路線延長：①１.４ｋｍ、

 利用者数：７１人/日、

■麻生区高石地区

平成１６年度 協議会設立

平成１８・１９年度 運行実験

平成２０・２１年度 サービス

平成２２年６～８月 再度試行運行

平成２３年９月 本格運行開始

【本格運行概要】 

 運行主体：株式会社高橋商事

 運行車両：１台（乗客定員

 運行本数：１２本／日

 運行時間：９：３５（高石団地前発

 運賃：大人３００円、小児

 サポーター登録制度

５０円引きになる地元協議会独自
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において検討が行われ、

バス路線の増便や、

本格運行実現など、一定

協議会設立

需要に応じ、朝夕の時間帯に既存バス路線を活用

の増便（朝・夜）を開始 

協議会設立

運行実験、試行運行実施 

本格運行開始（平成２０年７月１８日～） 

県営野川南台団地自治会

曜日･金曜日の９時台～１５時台、６便／日 

除く９名 

道路運送法の許可を要しない運行(運転手はボランティア

会員の利用) 

自治会費により負担、試行運行費用や本格運行初期費用

ｋｍ、②２.５ｋｍ、③３.２ｋｍ 

、４人/便 

協議会設立

運行実験、試行運行、いずれも採算性が課題 

サービス水準大幅絞込み、地元協議会によるサポーター

再度試行運行の結果、採算性に目処 

本格運行開始

株式会社高橋商事（交通事業者、神奈川県バス協会会員

乗客定員９名） 

日（往復合計２４本／日）の平日運行（土日祝日運休

高石団地前発）～１８：１３（高石団地前着）の約３０分間隔

小児１００円、高齢者・障がい者等２００円（割引分

登録制度：年間６，０００円の登録料を支払うと、１回乗車

地元協議会独自の制度（月に５往復超の利用なら割安

活用

はボランティア、講習受講者) 

本格運行初期費用は行政補助 

によるサポーター制度導入 

協会会員） 

土日祝日運休） 

分間隔

割引分は市が補助） 

回乗車につき大人運賃から

割安になる） 
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② 横浜市 『地域交通サポート事業』                   （出典：横浜市ホームページ） 

1）制度の概要 

坂道が多い横浜では、既存バス路線がない地域などで、住民の方々が集まり、小型バスなど

生活に密着した交通手段の導入に向けて取り組みを行っているケースが多く見られます。 

地域交通サポート事業とは、このような地域の主体的な取組がスムーズに進むように、運行に

いたるまでの事業の立ち上げに対して支援を行う事業であり、通院、買い物、通勤、通学等

様々な目的の方が一緒になって乗りあって移動できる公共交通サービスの実現を目指します。 

2）支援策の内容 

一般的な地域交通サポート事業の流れは、下記の 5つのステップとなっています。 



3）取り組み状況 

横浜市地域交通サポート

の方で組織をつくっていただき

ています。 

「地域まちづくりグループ

的な事項を定めることにより

17 年 10 月 1 日に施行された
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サポート事業による新たな交通手段に関する支援にあたっては

をつくっていただき、「地域まちづくりグループ」に登録していただくことが

まちづくりグループ」の制度は、市民と市が協働して行う地域まちづくりについて

めることにより、安全で快適な魅力あるまちの実現に資することを

された地域まちづくり推進条例によって定められたものです

にあたっては、５人以上

していただくことが条件となっ

まちづくりについて、基本

することを目的として平成

められたものです。 
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③ 日立市 『地域公共交通制度』 『パートナーシップ協定制度』  （出典：日立市ホームページ） 

1）制度の概要 

日立市の以下の方針に基づいて、公共交通不存在地区での公共交通確保や、路線バス存

在地区での維持継続に向けて取り組むための制度。 

【公共交通の維持・確保に関する基本方針（H18）】 

 近隣市町村が廃止バス路線の代替バスとして運行しているコミュニティバスは、黒字化が

難しいため日立市は採用しない。 

 利用者負担を基本としながら、地域もその責任と費用を分担する考え方を導入し、行政

支援に対する他の地区の市民の理解を得る。 

 行政は市民自らの積極的な利用と市民及び地域の地域公共交通維持に対する責任と費

用の分担を条件として費用の一部を支援する。 

2）支援策の内容 

■地域公共交通制度

公共交通不存在地区・不便地区におい

て、地域が公共交通以外に移動手段を持

たない高齢者等の交通手段を確保するた

め、地域の｢組織的・継続的な運営体制｣と

｢責任と費用の分担｣を前提として事業者及

び行政と協力し運行する公共交通をいう。 

■パートナーシップ協定制度

路線バスが存在する地区において、バス

路線の廃止・縮小・減便等が予想される地

区住民と路線バス事業者とが、一定の目標

達成（運行収入や乗車人数等）を条件とし

た協定を締結して乗車促進活動を行うこと

により、既存バス路線の維持・確保及び拡

充を図るしくみをいう。 

 事業主体：導入する地区が組織する運営委員会及び路線バス事業者 

 導入の前提：移動手段は「地域の財産」という考え方と地域の合意に基づく導入とする。 

 協定内容： 

ア．地域とバス事業者が一定の目標（運行収入）達成を条件とした運行継続及び路線の拡

充について締結する協定とし、地域とバス事業者が協力して目標達成を図る。 

イ．目標達成できなかった場合は、未達成額を地域と路線バス事業者が分担して賄うととも

に「次年度以降も協定を締結」又は「地域として路線の廃止・縮小・減便の受入れ」を地

域が判断する。 

ウ．協定期間は１年間（１年毎の更新）を想定する。 



6 

3）取り組み状況 

これまで「地域公共交通制度」については２地区、「パートナーシップ協定制度」については３

地区において導入が行われている。 

■地域公共交通：乗合タクシー「みなみ号」

 坂下地区において平成17,18年度試行運行（試行運行を行う中で、坂下地区における地

域公共交通の導入を目的に「坂下地区みなみ号運営委員会」が自主的に発足） 

 平成１９年２月、坂下地区で地域公共交通の本格運行について地域内の合意形成 

 世帯負担：2,000 円/年・世帯 

 運賃：片道一乗車当たり一律 200 円 

 平成１９年５月７日、乗合タクシー｢みなみ号｣本運行開始 

 運行時間及び運行回数：８時発から 16 時発の１日４便 

 運行経路：日立市久慈川日立南交流センター～ＪＲ大甕駅の片道 19.6km 

 運行車両：乗車定員 10名（乗務員を含む） 

 事業主体：坂下地区みなみ号運営委員会（運行事業者は｢坂下地区みなみ号運営委員

会｣が入札により選定した日立電鉄タクシー株式会社） 

 利用者数：1 日あたり 18 人利用（H19） 

■地域公共交通：デマンド交通・過疎地有償運送「なかさと号」

 平成 19年 7 月 検討開始、約 15 か月間で導入検討、アンケート、説明会等 

 平成20年 10月 試験運行開始、約9か月で運行状況の検証、シンポジウム、NPO設立 

 平成 21年 7 月 本格運行開始 

 当初中里学区コミュニティ推進会が中心→導入検討委員会立ち上げ→NPO法人設立 

 運行許可：自家用有償旅客運送（過疎地有償運送） 

 運行区域：日立市中里地区（下深萩町、中深萩町、入四間町、東河内町） 

 総世帯数 484 世帯、うち利用世帯数 184 世帯 

 運行方法：デマンド運行（予約運行） 

 車両：ワゴン車 

 運賃：１外出当たり一律 300 円（小中学生 150 円） 

 事業主体：特定非営利活動法人 助け合いなかさと 

 旅客の範囲：会員として登録された者（中里地区の住民とその親族）、及びその同伴者 

 運行回数：１日４便、平日のみ 

 利用者数：1 日あたり 24 人利用（H22） 

■パートナーシップ協定制度

平成 20年 10 月 諏訪地区協定締結、パートナーシップ事業実施中 

平成 23年 7 月 中丸団地協定締結、パートナーシップ実証運行実施中 

平成 23年 10 月 高鈴台団地協定締結、パートナーシップ実証運行実施中 
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協議会では、平成２５（２０１３）年１０月３１日付『日本経済新聞』夕刊記事「バス走れ住民の力で」を

掲載いたしましたが、会議資料以外での利用許諾を得ていないため、削除いたしました。 


